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5 P&Gの製造活動の展開と組織管理の変化
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P&Gは，創業期から，品質重視，長期的な安定成長と並んで，社員を
人間として尊重し，単なる生産手段のーっとは考えない，ということを経
営理念として挙げており，アメリカにおける人事管理の最先端をつねに歩
んできた。
1885年には，当時はまだ急進的な意見とされていた，工場の従業員への，
給料を支払って土曜日の午後を休みにする制度が導入され， 1887年には，
プロフィット・シェアリング制度が導入された。この制度では，製造とマー
ケティングの総費用に対して，与えられた割合に比例して賃金合計が与え
られ，正味の収益が従業員と企業の間で分配される。各従業員は，年に二
度，賃金合計に対する彼の賃金の割合に基づいて 分配が行われる。 1892
年には，従業員株式購入プログラム(社員持株制度)が発足し 1903年に
は，この従業員持株制度と収益分配計画を結び付けた制度が完成しているc
1907年に社長に就任したウィリアム・クーパー・プロクターは，創業者
の一族ということもあり，従業員との家族的な関係を重視し労働行政に
おいてパイオニアの役割を果たした。 1915年には，疾病/能力喪失による
退職者に対して，疾病・障害-退職・生命保険を含む包括的な生活保証計
画が実効に移された。 1918年には 1日8時間労働制が導入された。 1923
(1) 本稿は，本誌1991年6月号(第14巻 第2号)掲載の筆者論稿に続くものであ
る。なお参考文献については，前号末尾に一括して記載した。
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表 3 P&Gの製造活動と組織管理の変化
1885 工場の従業員に土曜の午後を有給休日として与える制度を導入。
1887 プロフィット・シェアリング制度を導入。
1892 従業員株式購入プログラム(社員持株制度)が発足するC
1903 従業員持株制度と収益分配計画を結び付けた制度が完成。
1915 包括的な疾病/能力喪失による退職者に対する生活保証計画が実効化
する。従業員とその家族を守るための，包括的な疾病・障害・退職
生命保険。
1918 日8時間労働制を導入c
1923 最低48週間の雇用を保証する制度を導入。
1933 週5日前Ij(完全週休2日制)の導入。
1950 '"ツケロイ社長が， I従業員が自らの仕事の改善について積極的に提
案するように奨励することが望ましL、」とL、う方針を打ち出す。
1955 CEOのハワード・モーゲンスが，事業部のラインに沿って企業を再
編する。アメリカ国内の事業を石鹸，食品，医薬品の3つの分野に分
け，それぞれ独立の事業部を置く。
1982 紙製品生産工場の明石工場が竣工し，パンパースをアメリカからの輪
入から，明石工場での生産へと変更。
Flex Comp制度が追加されるC
1983 コストを下げ，生産性を向上させるために，小集団活動か導入される。
1989 既存の従業員利益分配制度に加えて，借入金を原資とした従業員持株
制度(ESOP)が創設される。
1990 フレックスタイム制度を日本で導入。対象となるのは主として本社勤
務者と研究者で，対象人数は，全社員の4割の約600人。
1990 栃木工場の一期工事が完工。生理用ナプキンなどの東日本での生産拠
? ?
年には，年間を通じて安定した雇用を保証するために，最低48週間の雇用
を保証する制度が導入された。 1933年には，週 5日制(完全週休2日制)
も導入された。
従業員の増加にともなう多様化と経営参加への要望に対処するために
1950年には， I従業員が自らの仕事の改善について，積極的に提案するよ
う奨励することが望ましL、」と L寸方針が，マッケロイ社長によって打ち
出された。「よい提案に対しては，報奨を与える」と L、う方針も同時に打
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ち出され，生産的で効率的な方法の提案が奨励された。
1982年には，社員の多様なニーズに対応するための，より柔軟な制度と
して， FlexComp制度が追加された。この制度によって，例えば，規定日
数以上の休暇を会社が買い取ったり 個別積立退職貯蓄に資金を足したり
することができるようになった。
83年には，小集団活動が導入され，全社で2万5千件のコストダウンや
生産方法の改善のプロジェクトが実施され， 9億ドルのコスト節減に成功
した。例えば，パルプを生産しているジョージア州のフリント・リバー工
場では， Iトータル・システム・クオリティ プログラム」と呼ばれる小
集団活動が展開され，あらゆる生産工程ごとの信頼性の向上に努力が注が
れ， 87年には，前年比4%の増産と2800万ド、ルのコストダウンに成功した。
しかし石鹸，洗剤，紙おむつなどの主力製品分野では，コルゲート， リ
ノ〈ー・ブラザースなどの新製品攻勢による競争環境の激化によって， 85年
には29%の大幅な減益となり， 87年の創立150周年を迎えるに当たって，
大幅なリストラ(事業の再構築)が行われ，粉末洗剤工場を12から 9に減
らし油脂工場を7から 3に減らすなどの工場閉鎖と，アメリカ国内の従
業員 7万5千人のうち 2千人の削減が行われた。
89年3月には，税金面での有利さを活かして，会社の利益分配コストを
削減するために，借入金を原資とした従業員持株制度(ESOP)が創設
され，既存の利益分配制度に加えられた。この制度では， 10億ド、ルの借入
れを行い，それを会社側が新規発行した転換権の付いたクラスAの優先株
に投資する。会社は， ESOPの借入金の保証を行っているため， 10億ド
ルを長期債務に繰り入れる。これとは別に，会社側は， 10億ドルの優先株
の発行代金を用いて，優先株の発行に伴う水増しを相殺するために，普通
株を買い戻す。この制度によって， リストラの下での従業員の福利厚生の
水準低下を防止している。
P&Gの海外への生産拠点の展開は， 1915年， リバー・ブラザース社の
進出に対抗するために，カナダに建設された工場が最初のものである。
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1930年には，イギリスのトマス・ヘッドレ一社を買収することによって，
海外に最初の生産子会社が設立された。 1935年には，フィリピンの企業が
買収され，アジアに最初の生産拠点が建設された。 1937年の創業100周年
の時点では，アメリカ園内に11の工場，海外には，カナダ，英国，キュー
パ，フィリピンに 5つの工場を保有していた。
日本への進出は，日本企業との合弁によって行われ，洗剤は，その相手
先の工場で生産されていた。紙おむつは当初は，アメリカから輸入されて
L 、たc その後，ミツワ石鹸の高崎工場の譲渡を受け，さらに75年のミツワ
石鹸の倒産によって，その富士工場を自社工場とし，石鹸の製造を行った。
82年の 5月には明石工場が完成し，紙おむつが輸入から国内生産へと切り
替えられた。
しかしこれらの工場は，前身が合弁の相手先の工場であったり，石油危
機によって抱えた負債の処理のために，紙製品事業と洗剤事業を切り離し
て別の企業としていたことなどによって，全部別の法人となっていた。こ
れらの工場と P&Gサンホーム，日本P&Gの5社が一体化されたのは，
83年7月のP&GFEの設立によってであった。これによってはじめて，
日本でのP&Gの活動は，事業間と製造，販売の部門間での統合が達成さ
れた。 90年には，紙おむつや生理用品に関連する紙製品の東日本での生産
拠点となる，栃木工場の一期工事が完工し，日本での製品供給体制が整備
されつつある。
P&Gでは，マーケテイングと販売部門では，ブランド・マネジメント
制が導入されている。しかしブランド・ク守ループは，プロフィット・セン
ターではなく，収益は，事業部のレベルて1則定される。ブランド・マネジ
ャーは，マーケティングの基本計画を開発し，広告，販売促進，包装の仕
様と，その実行に必要な手段を決定するが，最終的な資金拠出の承認は，
事業部副社長によって行われる。基本計画の案出とその実行には，販売.
財務，製造，市場調査，販売促進，サービスなど，さまざまなラインとス
タッフ組織のサービスを引き出す必要があるが，ブランド・マネジャーは，
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これらの人々に対する公式の権限は持っていない。
1955年には， CEOのハワード・モーゲンスによって事業部が再編され，
アメリカ圏内の事業が，石鹸，食品，医薬品の 3つの分野に分けられ，そ
れぞれ独立の事業部が置かれた。国際マーケティングは， 53年にジュネー
ブに設立された輸出活動事業部が行った。各事業部は，その活動(量，成
長，収益)に責任を持ち，ゼネラル・マネジメントも白ら行った。本社ス
タッフが，基礎研究や広告代理屈との関係，市場調査など，事業部聞の関
係の調整を行った。事業部は，その後の分離あるいは新設によって， 70年
代の終わりで，全世界に消費財で10，産業財で5の事業部が存在していた。
P&Gでは，公式の権限はないものの，ブランド・マネジメントが強力
に機能しており，マーケテイング主導の事業展開が行われてきた。その結
果，ブランドごとのマネジメントと製品群を管理する事業部，ことに製造
部門との間の調整が円滑に行われなくなった。このために導入されたのが
ビジネス・チームである。ビジネス・チームは，ブランド・マネジャー，
製造あるいは財務など他の職能部門，事業部，市場調査などのスタッフが，
チームを組んで，そのブランドに関係する意思決定に参加するものである。
それまでは，例えば，ブランド・マネジャーが製造部門にメモを送り，製
造部門がそれに対して回答するという形をとっていた。
例えば， 78年のシェアが 8%と低迷していた「プリングルス」ポテトチ
ップスの場合には，製造，研究開発，販売，財務，宣伝など12の異なった
部門の代表者からなるビジネス・チームが結成され，新しい風味の商品の
開発，包装の改良，コスト削減と価格低減などが行われ， 81年から85年ま
でに35%の成長を遂げる成長商品に復帰した。また液体洗剤HタイドJ(日
本での商品名は， Iボーナス2000J)の開発では，日本とアメリカのスタッ
フが参加するビジネス・チームが結成され，情報交換や部門を越えた協同
作業によって，記録的な早さで，開発と生産体制を整えることができ，日
米同時に製品が導入され，大きな成果を上げた。
ブランド・マネジメント制度は， P&Gの発展の原動力となってきたが，
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その最大の欠点は，ブランドがプロフィット・センターとなっていないこ
とである。その結果，ブランド間，あるいは職能間の社内のあつれきが生
じ取引先あるいは消費者との間に非効率が生じていた。
この問題を解決するために，事業部とブランド・マネジャーを橋渡しす
るものとして，製品カテゴリー別事業単位を中核的な利益センターとする
制度が導入された。約80あったブランドが， 39の製品カテゴリーにまとめ
られ，カテゴリー マネジャーが置かれた。製造，エンジニアリング，購
買，物流などの要員も，新しい製品グループに統合され，広告，生産，販
売，研究開発のマネジャーは，カテゴリー・マネジャーの下につくことと
なった。
カテゴリー・マネジャーの創設は，新たな組織階層を増やすものであり，
組織の官僚制化を心配する声も上がっている。P&Gでは，40人のメンバー
から構成される経営委員会が毎週開催され かなり細かなことまで決定し
ていたが，そのメンバーを20人に減らし，細かな決定は下位に委譲するよ
うな機構改革も同時に行われているが，ブランド・マネジャー中心主義を
変えることができるかどうかについては，その成果を問う段階にはまだ達
していなL、。
P&Gの日本での活動の組織的な統合は， 83年7月のP&GFEの設立
によって開始された。 P&Gは外資系企業ゆえに中途入社の人も多く，ま
た業績の悪化によって，組織内での信頼関係も損なわれていた。「安売り
のP&GJという悪いイメージも定着しかけていた。このような状況から，
組織を一体化していくために， P&GFEの設立を前にした83年1月， c 
I委員会が設立され，テレビコマーシヤルにも社名を入れ，組織の内外で
の企業イメージの向上が図られた。
85年7月， P&GFEの第一期経営三カ年計画 (1一大飛躍計画J)がス
タートしそれを達成するために，モラル向上のための組織の活性化が行
われた。会社への貢献度が個人の昇進の鍵となるように，人事の改革が行
われていった。
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P&Gの日本における人事管理の基本方針は，アメリカのP&Gの方針
に基づいている。 87年の創業150周年を迎えて， P&Gは，ステートメン
卜・オブ・パーパス(企業方針声明書)のなかで， Iわが社は，世界の消
費者のニーズを最高に満たす，優れた品質と価値を持つ製品を提供する」
という，世界各国のP&Gに共通する理念を提示した。ステートメント・
オブ・パーパスのなかには，人事に対する理念も上げられている。
人事の理念は， I継続雇用j，I公正な人事処遇j，I会社内部からの昇進j，
「トレーニングJで，日本でもこの考えを受け継いで，人事政策に反映さ
れている。
「公正な人事」として，昇進は， Iメリット・ベース」によって決定さ
れる。①パフォーマンス(業務遂行度)，⑧コントリビューション・ツー
・ザ・ビジネス(業績貢献度)，⑧フューチャー・ポテンシャル(マネジ
メントとしての可能性)の3点を考慮して マネジャーへの登用が決めら
れるが，ここには「年功」とL、う要因は含まれていない。係長や課長に昇
進するのに年齢や勤続年数は決定要因にはなっていなL、。
社員教育については，プログラムが用意されており，人事の理念を踏ま
えて，進出先の各国で，それぞれの国の習慣，法律，規範などに合わせて
改訂されているが，マネジャーを評価する時に，部下をどのように育てた
かという点も評価の基準とすることによって，社員の能力を大きく伸ばす
ための努力が行われている。
新卒者の採用は， I職種別採用制度」が行われている。リクルートの段
階から本人のやりたL、職種を聞いて，希望する職種ごとに採用を決める。
また入社後，画一的なジョブローテーション(定期的な配置転換)はやっ
ていない。各人がそれぞれの分野で専門的な能力を開発していくことが，
今日のように高度に発達した社会では大切であると考えられてレるからで
ある。入社時に配属された部門て、スペシャリストになるように目標を設定
し，キャリアプランやトレーニング計画も最初に話合いで決める。もちろ
ん配属後にその職種が不適とわかった時には，配置替えをすることも可能
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性として否定しているわけではない。
研修制度としては，外資系企業のために，語学能力がある程度必要とさ
れるために，入社前の集中合宿と入社後の海外研修制度がある。海外研修
制度では，入社後，早い人の場合には，その月の後半にアメリカに派遣さ
れ，アメリカ本社の語学トレーニングセンターで，約5カ月の研修を受け，
語学だけでなく，異文化も幅広く学ぶ。この研修の後で，米国本社か技術
センターで数週間から半年ぐらいoJ T (職場教育)を受けて帰国する。
また，管理者研修には二つの柱があり，一つは組織のパフォーマンス(業
務遂行能力)をどのようにして高めるか。もう一つは人材育成能力を開発
するトレーニングが行われている。
P&Gは，人事管理においては，アメリカのシステムが踏襲され，各国
ごとの習慣や法律，規範などの違いに基づく微調整が行われているc しか
し組織の管理においては，日本企業の組織化の特長から学習した成果が，
組織改革に反映されている。
例えば，ビジネス・チームの導入は マーケテイング志向，製品(プロ
ダクト)志向の強かったP&Gの組織に，日常の活動(オベレーション)
をもとに，インクリメンタル(漸進的)に環境変化に適応するオベレーシ
ヨン志向をもたらした。小集団活動の導入も，権限と責任を明確にし，報
告 伝達経路を公式化することによる，システマティックで機能的な分業
から，集団がもっ自然、な適応能力，集団内の緊密な相互作用から生み出さ
れる価値と情報の共有，ゆるやかな集団関統合とインフォーマルな人的ネ
ットワークを通じた，ク守ループ ダイナミクスによる組織編成の方法への
移行を意味している。
6 P&Gの販売とマーケテイング活動の展開
P&Gのマーケテイングと流通チャネル管理における行動原理の特徴
は，分析による論理の一貫性の追求である。例えば，新製品開発の過程で
は，あらゆる調査を駆使し，ステップごとに確認しながら，一歩一歩慎重
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表4 P&Gのマーケテイングと流通チャネル管理の変化
1838 宗教雑誌や新聞に広告を掲載。
1859 現在の月と星の7 ークの原型ができ，製品につけられるC
1882 月星マーケを商標登録c
最初のアイボリーの広告を，週刊の宗教雑誌「ジ・インディベンデン
ト」に出す。ブランドネームを直接消費者向けに広告。
1892 アイボリ一石鹸の提供で，コンテストを行う。
1910 連邦最高裁判所の決定で，特定のタイプの販売契約，特に価格の回定
が禁じられる。
1913 直販制を表明。ただしニューヨークチ|↑に限定。
1920 小売商への直販をニューヨークJ+¥以外にも拡張し始める。
1923 直販への移行が完了。
初めてのラジオ放送による広告(クリスコ レシベ ショー.料理シ
ョー)を行う。
日用品市場を研究するための経済研究部門を設立。
1925 消費者行動の研究のために，市場調査部門を設立。 D ボール・スメ
ルサーが初代のマネジャーとなる。
1926 アイボリーに次ぐ固形石鹸の第二のブランドとして，キャメイを発売C
1929 キャメイ石鹸事業を担当する広告代理庖を変えるO
1931 ニール・マッケロイの提言によって，ブランド・マネジメント・シス
テムが誕生。
1933 アメリカで最初の連続ラジオ・ドラマ「マ パーキンス」が放送され
る。ソーフ0 ・オペラの生まれるきっかけとなる。
1937 初めての15分もののソープ・オペラ「オキシドール提供7 ・パーキン
ス」がNBCのレッド・ネットワークでラジオ放送される。
1939 大リーグレツヅ対ドジャース戦の野球中継で，中継の合間のスポット
広告のスポンサーとなり，テレビ放送によってアイボリーの広告を行
う。
1950 市場調査部門のスメルサーは，アメリカ以外の国の子会社の活動に，
市場調査部門のスタッフをつけるように，レイモンド .S・クループ
に命じる。
1952 テレビ・ドラマ版の最初のソープオペラが放映される。
ノ〈ーク・マーケチィング e サービス社が， P&Gのために初めてのフ
ィールドDAR調査を行う。
1956 ラジオでのソープ オペラを中止し，テレどだけにする。
1959 市場調査部門のスメルサーが退任し，ジョン D.へンリーが後任に
決まる。彼の下で，面接は各戸訪問から電話面接へと変化してL、く。
1974 通話料金不要の苦情受付電話を設置し，ダンカン・ハインズのチョコ
レート・キャンデーーミックスの箱に，その電話番号を印刷c
51 
52 第14巻第3号(経済学・経営学編)
1981 苦情受付電話の番号を800番に統一し全製品にその番号を付け，苦
情を一括して受け付ける。
1986 日本の消費者相談室の電話がフリーダイヤルとなる。
得意先サービスにもフリーダイヤルを導入。
1988 ブランドーマネジャー制に加えて，需要の多様化に機敏に対応するた
め，商品分野別の「カテゴリー・ 7 ネジャー需IJを新設。
うんちガード付きパンパースを関東，北海道，福島県いわき市で新発
売。販売方法の見直しが行われ，販売促進費をゼロにするとともに，
希望小売価格を設定しない作戦(オープンプライス方式)を採用。流
通チャネルて、も， ドラッグストアを重点的に攻める。
新しいアジア/太平洋事業部をつくるO
地理的区分を超えて製品カテゴリーに焦点を当てた，使い捨て用品と
飲料を統括するための新しい職能事業部を，ブラッセルのヨーロッパ
技術センターにつくるc
K ?ー ト， トイズ- Rー アス，ウオルマート，クローガ一等の得意先
との聞に，コンビューター・システムをオンライン化。
1988 小型洗剤「アリエール」と「レモンチアー」を対象に，関東地区で，
「返金キャンベーン」を開始。
1989 病院向け紙おむつの販売を強化するため，貸しおむつ業者を販売代理
広として組織化。
販売本部長に 7年ぶりに日本人を起用。
1990 広島地区で，小型洗剤lJiウルトラアリエール」の販売促進戦略として，
1吉頭価格が約600円の商品を対象に，一定の条件で300円を返金するキ
ャンぺーンを打つ。
に完壁を期して，マーケテイングが進められてL、く。そのためにP&Gの
マーケティングは，理解しやすく，競合他社に模倣されやすい。 P&Gの
開発したマーケテイン夕、、におけるイノベーションに，ほんの少し新しい発
想を加えることによって フオロワーは成功することができる。
P&Gは，雑誌やラジオ，テレビなどのマス媒体を用いてブランドを差
別化し，景品やクーポンなどのさまざまな販売促進を行い，調査員の派遣
あるいは電話による市場調査を駆使したテスト-マーケティングの手法な
ど，さまざまなマーケテイング、におけるイノベーシヨンを起こした企業て、
ある。そしてそれらのマーケテイング活動をマネジメントするためのブラ
ンド・マネジメント・システムを開発し，直販制によって流通チャネルの
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管理を行った。このような特徴をもっP&Gのマーケティング・システム
がどのよちにして完成されていったかを，見ていこう。
P&Gが，雑誌や新聞に広告を初めて掲載したのは，創業2年目の1838
年のことである。 P&Gの商標は，月と星のマークであるが，その原型が
でき製品に付けられたのは， 1859年で， 1882年には，それが商標登録され
た。 1879年には，アイボリ一石鹸が誕生したが， 1882年，その広告が，週
刊の宗教雑誌「ジ・インディベンデント」に出された。その当時の広告は，
そのほとんどが問屋や代理屈向けのものであったが，このアイボリーの広
告は，直接に消費者に向けて行われた初めての広告であった。しかもアイ
ボリーというブランドの名前を広告したものであった。
P&Gは，新しいマス広告媒体の先駆的な利用者であったが， 1923年に
は，全植物性ショートニングのクリスコを使った料理番組「クリスコ・レ
シベ・ショー」のスポンサーとして，ラジオ放送を用いた広告が，初めて
行われた。ラジオは，消費者に直接到達する広告媒体として注目され， 1933 
年には，アメリカで最初の連続ラジオ・ドラマ「マ・パーキンス」が放送
されたが，それが1937年に， NBCのネットワークに移され，オキシドー
ル提供の「マ・パーキンス」として放送され，その後，このような連続ラ
ジオ・ドラマは，ソープ(石鹸) .オペラと呼ばれるようになったという
エピソードを持っている。
1939年には，レッヅ対ドジャースの野球中継で，解説者が各回の合間の
スポット広告で，アイボリ一石鹸の宣伝を行った。当時は，テレビは，ま
だ試験放送の段階であった。 1952年には，テレビ・ドラマ版のソープ・オ
ペラが，昼間の15分ドラマとして放映され， P&G製品の最大のユーザー
である女性に対するメッセージの伝達におし、て大きな広告効果を上げた。
販売促進の手段の開発においても， P&Gはパイオニアであった。 1892
年には，アイボリ一石鹸の提供のもとで，コンテストが行われている。さ
らにアイボリーの包み紙と引き換えに，そのイラストの複製を進呈したり，
景品やクーポンを利用した販売促進も行われた。
54 第14巻第3号(経済学・経営学編)
1911年に，ホームクッキング用の全植物性ショートニングのクリスコが
市場に導入されたときには，ラードやノfターとの違いを立証するために，
ベーカリーで400ダースのドーナツを焼き，食味試験が行われた。クリス
コの販売促進のために，料理学校のスポンサーにもなっている。
P&Gは，入念な市場調査とテスト・マーケティングを行ってから，新
製品を市場に導入することでも知られている。製品を調査しそれが顧客
を満足させるかどうかを決定するシステムの開発においても， P&Gはパ
イオニアであった。
市場を研究するための部門としては 1923年に，経済研究部門が設立さ
れた。その年には，アイボリーデール工場の従業員の制服の洗濯室をもと
にして，洗濯方法と製品を研究するための研究室もでき，常勤のホーム・
エコノミストが置かれ，家庭での洗濯と調理とパン焼きの過程での油脂の
使用についての研究が行われるようになった。
消費者行動の調査のために，市場調査部門 (themarketing research 
department: MRD)が設立されたのは， 1925年であった。設立のきっかけ
となったのは，ある会議で， Iアイボリ一石鹸で，顔や手を洗う比率はど
うなっているかJ，Iアイボリーを使っているのは，若い人なのか，老人な
のか」といった疑問点が問題となり，それに誰も答えることができなかっ
たからであった。
CEOのデュプレの命によって， D.ポール・スメルサー (D.Paul 
Smelser) が初代のマネジャーに就任し， MRDが設立された。経済研究
部門が，主に日用品の価格変動の研究を行ったのに対して， MRDは消費
者の購買と製品使用行動を研究した。
スメルサーは，女性の新規大卒者を採用し， 4カ月間の訓練によって，
フィールド調査を行うための面接者に養成した。彼女たちは，列車あるい
はパスによって，アメリカの各地で，消費者を各戸訪問し面接を行った。
面接中は筆記用具や調査紙は一切持たず，自然でくつろいだ雰囲気の下で
面接を行い，面接の後，車の内で質問への回答を書き留めた。
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スメルサーは，他社よりもよりよく消費者について知ることが，マーケ
ティングにおける強みを生み出す，という考えの下に，事実を重視し，あ
らゆる調査手法を開発しパイアスなしでレポートが読める科学的方法論
をスタッフにたたき込んだ。これによって， P&Gの新製品は，テスト-
マーケテイングをしないうちに全国展開はしない，と L、う慣行が確立され
た。
例えば， 1950年に市場に導入された洗剤「チアー」は，当初売上高が低
迷した。テスト・マーケテイングによって，当時多くの家庭では，洗濯物
に淡い青色を付けるためにブ?ルーイング剤を添加していることが発見され
た。ブ、ルーイング剤の添加によってチアーの売上高は大幅に伸びた。さら
に市場調査の結果，固有の要請に合わせた洗剤の手直しの必要性が実感さ
れ，冷水のなかでの洗濯には「チアーj，(2)色落ちのしない酸素漂白剤とし
て「オキシドールj，低泡濃縮洗剤として「ダッシュj，漂白剤と軟化剤を
含んだ「ボールド3j，油汚れをよく落とす強力液体洗剤UIエラ」といっ
た製品の特徴がアピールされた。
1952年には，パーク・マーケテイング・サービス社に依頼し，インディ
アナ外|ブルーミントンで，ロレッタ・ヤング ショーの視聴者に対して，
フィールドDA R (Day After Recall)調査が行われた。 DARとは，自然
に放送を視聴する状況の下で，テレビ・コマーシャルを記憶しているかど
うかを測定するもので， 40年代に海軍のパイロットの訓練における研究か
ら開発され，ギャラップの調査に応用されていた。これ以降，市場調査は，
ラジオやテレビを用いた広告の効果を測定するための手段としても重要と
なっていった。
1959年にスメルサーが退任し，ジョン・ D・へンリーがその後任となる
とともに，消費者との面接は，各戸訪問から電話面接へと変化していった。
(2 ) 日本では逆にこれが失敗の原因となった。 P&Gは冷水でも洗濯できることを
アピールするために， I全温度チアー」という商品名で販売した。しかし当時の
日本の主婦は，風目の残り湯を使って洗濯を行っており，冷水でも洗濯できるこ
とは， 日本の主婦にはアピールしなかった。
56 第14巻第3号(経済学・経営学編)
その背景には，各戸面接の費用が莫大となったことと，長距離電話の利用
の増加があった。 60年代の半ばから，若い女性による電話面接が各戸面接
と併用されるようになり， 70年代の初めには，電話と郵便によって 1年間
に150万人の人との面接が行われていた。
74年には，通話料金不要の苦情受付電話が設置され，チョコレート・キ
ャンデー・ミックスの箱にその電話番号が印刷された。そのきっかけは，
「購買者が本当にP&Gのファンに育っているのだろうかj という疑問が
提起されたことによる。料金を着信人払いにしたことによって，コンタク
トの数は 2倍に増えた。 81年には，苦情受付電話の番号が統一され，全製
品にその番号が付けられた。現在では年間100万件の問い合わせがある。
苦情は一括して受け付けられ，通話の要点は各ブランド・マネジャーに月
次レポートとして渡され，消費者とのコミュニケーションの重要な手段と
なっている。
P&Gのマーケティング マネジメントを特徴付けるものが，ブランド
・マネジメント (31 である。ブランド・マネジメントの導入のきっかけと
なったのは， 1926年に，固形石鹸の第二のブランドとして， IキャメイJ
が導入されたことである。
高密度の香水セッケンに対する消費者の選好が成長を続けると L、う見通
しと，ラックス，パルモリブ，カシミア・ブーケ等の競争相手のブランド
が，アイボリーのシェアを侵食し始めたことから，キャメイの導入が決ま
った。キャメイをアイボリーとを，特に広告の面で，差別化するために，
アイボリーとは異なる広告代理庖が選ばれた。ブランドを交替させていく
ことから，企業内でブランド同士を競合させるマネジメントが必要となっ
てきた。
1930年に，リチヤード.R.デュプレが 創業者の一族以外からの初の
社長に就任するとともに， 31年に，ニール・マツケロイが，ブランド・マ
ネジメントを提言した。マッケロイは，英国に赴任時に，ユニリバーのマ
(3 ) ブランド・マネジメントについては，野中・陸(1987) を参照。
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ネジメントを間近に見て研究した経験から，広告と販売促進の要請とビジ
ネスの要請を切り離して理解し，一人の管理者が一つのブランドを管理す
る，というアイデアを思い付いた。
ブランド・マネジメン卜の基本的な原理は，各ブランドを独立の事業と
して運営するということである。あるブランドのマネジャーは，そのブラ
ンドの属する事業部長に報告を行い，事業部長はブランド マネジャーの
業務を管理する。しかし収益が測定されるのは，事業部のレベルて、あって，
ブランドはプロフィッ卜・センター(収益の単位)ではない。
ブランド・マネジャーは マーケティング計画(公式にはマーケティン
グのベース)を開発し，広告，販売促進，包装の仕様とその実行に必要な
手段を決定しその資金を企業に求める。最終的な資金拠出の承認は，事
業部副社長 (divisionVP)によって行われる。
計画を考え出し，実行するためには，販売，財務，製造，市場調査，販
売促進サービス等のさまざまなラインとスタッフ組織のサービスを引き出
さなければならないが，ブランド・マネジャーはこれらの人々に対して公
式の権限は持っていなL、。彼は，アイデアの力を使って，ある種の知的権
限を確立しなければならない。
ブランド・マネジャーは，年に 2度上司から成果について評価を受ける。
ブランド・マネジャーは，年に 2度部下の評価も行う。業務遂行能力と到
達段階によって部下をグループに分け，優秀な人には昇進させ，限界的な
人には今一歩の努力を促す。
1931年 5月13日に，マッケロイからデ、ユプレ社長にメモの形で手渡され
たブランド・マネジメント・システムの構想が デ、ュプレ社長の承認を得
て，誕生した。ブランド・マネジメントはP&Gの活動の基本的なものと
なっており，現在もその基本精神は変化していない。
P&Gのブランド・マネジャー組織は P&Gのマーケティングの強さ
を支えてきたが，賢い消費者，気まぐれな消費者が増えてくると，ブラン
ドロイヤルティが失われ，時代の変化に対応することができず，逆にマイ
58 第14巻第3号(経済学・経営学編)
ナスが目立つようになってきたO その最大の欠点は，社内のブランド聞の
激しい競争で，例えば，歯磨き粉ではクレスト，グリーム，デンクエルの
3つのブランドにマネジャーがおり，各マネジャーが売上高を増やすため
にしのぎを削っている。歯磨きの広告ではどうしても"クリーン"という
キャッチフレーズを使いたくなるが，どのマネジャーが使うかで不毛の論
議が続く。
ブランド・マネジャーは， P&Gにおいては，幹部昇進への登龍門であ
り，あらゆる権限が与えられている。その結果， P&Gは，ブランドマネ
ジャーが動かし，経営者不在のようになっていた。ブランド・マネジャー
は生産，販売，研究開発のマネジャーを見下し，売上を増やすためにあえ
て無理な注文も出すようになっていた。
そのような社内のあつれきを緩和させるために，ブランド・マネジャー
制の見直しが必要となり， 87年の秋に幹部が召集され， GF，クラフト，
キャンベル・スープ，コルゲートなどの改革を参考にして，改革案が出さ
れ， 88年から改革が始まった。ブランド・マネジャー制に加えて，需要の
多様化に機敏に対応できるように，荷品分野別の「カテゴリー・マネジ
ャー制(4JJが新設された。
ショートニングからシャンプーまで80のブランドが， 39の製品カテゴ
リーにまとめられ，製品カテゴリーごとにマネジャーが創設された。カテ
ゴリー."7'ネジャーは自分の担当する製品カテゴリーの売上高，シェア，
利益の責任を負う。広告，生産，販売，研究開発のマネジャーは，カテゴ
リー・マネジャーの下につく O カテゴリー・マネジャーは7人の事業部担
当役員の下につく。ブランド・マネジャーは残しているが，権限は大幅に
縮小された。
この組織改革は，社内のチームワークの強化を目指したもので，社内の
無駄な競争を排除し，同業他社との競争の重視を意図したものである。さ
(4 ) カテゴリー ・ 7ネジメントについては，山岡 (1988)，Schiller (1988)を参考と
した。
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らに従来のブランド・マネジャー制では，売上高とシェアでブランド・マ
ネジャーのボーナスが決められていたが，それをシェアではなく利益で決
める変更も行われた。
これらの改革によって，製品カテゴリー別事業単位が中核的な利益セン
ターとして確立された。消費者販売組織の再編が行われ，その効率性と取
引先へのサービス向上が図られた。これらの組織再編の結果，製品カテゴ
リー別の事業の運営に重点が置かれ，柔軟な対応が可能となり，取引先や
消費者との関係も深まった。
ブランド・マネジメントと並んで， P&Gの流通チャネルのマネジメン
トを特徴づけるものは，直販制である。直販制の導入は， 1913年に表明さ
れた。ただしニューヨーク州に限定されていた。
この直販体制づくりの背後には，雇用の安定を実現するという P&Gの
経営理念があった。原料価格の値上がりや値上がり予想が，バイヤーの大
量購買を呼び起こしそれは見かけの需要であるために，工場では，生産
調整によるレイオフが循環的に行われていた。 P&G製品に対する消費者
のコンスタントな消費が，小売!古のコンスタントな販売につながり，コン
スタントな生産に連動するというコンシューマー・ラインのパイプづくり
が，この直販体制づくりの真の意味であった。
しかし直販制導入の直接のきっかけとなったのは， 1910年に，連邦最高
裁判所の決定によって，特定のタイプの販売契約，特に価格の固定が禁じ
られたことであった。それまでP&Gは，小売商への販売価格を卸商に指
示し価格切下げをする卸商には取引を拒否していた。
1910年の最高裁決定後，ニューヨーク州の卸商が，優遇価格を要求し，
価格と製品に対する信頼を維持するために，直販体制への移行が宣言され
た。 P&Gの発表をうけて，有力卸屈は，即座に， P&Gの製品は，今後
いっさい取り扱わないと，ボイコット宣言した。さらに，対抗措置として，
卸庖ブランドをつくり，アイボリーに似せた包装デ、ザ、インの石鹸を発売し
た。しかし品質が悪く，広告宣伝もないため，やがて!苫頭から消えた。
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P&Gは，急速にセールス・フォースを拡大し， 3年かけて，ニューヨー
ク地域のカパーを完了した。その聞に，徐々に，卸屈も P&G製品を再び
取り扱うようになっていった。
1914年の第一次大戦の開戦によって 直販制のニューヨーク州以外の地
域への適用は延期されたが，戦争の終了後，全米への展開が開始された。
ニュー・イングランド地域から開始し， 19の都市に直販営業所を設け， 5 
梱， 25梱 1車分を単位とした数量割引制度を，卸庖であれ，小売庖であ
れ，すべてのディーラーに適用するというプランで出発した。
このプランのスタートと同時に，全米に反対運動がまきおこった。卸商
による製品ボイコットも始まった。しかしP&Gは機敏であった。各地で
450名のセールスマンを雇い，会社のことも製品のことも何も知らない新
人を， 0 J Tでトレーニングしながら，全米にわたる巡回直販セールスの
展開が行われた。
卸商による製品ボイコットだけでなく，小売屈の側からも，一度に 5梱
の受注は不経済であると抗議があった。 20年7月の大不況も，セールスマ
ンの努力により乗り切り，卸庖の態度も徐々に変化しはじめた。直販制が
成功への道を歩みはじめるとともに，それは卸庖の成長と発展を阻害する
ものではなく，むしろ卸屈と協調し，ともに成長するのが正しいやり方だ
とL、う認識が出てきた。 P&G側も徐々に態度を変え，西部，南部で修正
を行っていった。こうして1923年には，直販制への移行が完了した。
直販制は， P&Gのマーケテイングにおける強みを補完するための流通
チャネル政策として，日用品以外の事業分野にも，積極的に利用された。
1968年に市場に導入されたプリングル・ポテト・チップスは，洗剤と同じ
流通チャネルによって小売!苫に届けられた。従来のポテトチップスは日持
ちがしないために，製造して新鮮なままに小売居に渡す必要があった。そ
のため，ポテトチップス産業は，その土地その土地の零細な企業から構成
されていた。プリンク、、ルは，同じ大きさと形で，テニスボールの容器のよ
うな容器に入れられ，日持ちのする，画期的なポテトチップスで， P&G 
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の既存の流通チャネルを有効に利用し，全国展開することができた。
P&Gの日本での活動は，洗剤の販売によって開始され1-:.0 1972年に，
P&Gの50%の出資で， P&Gサンホーム社が設立され， 73年の 3月にP
&Gのナンバー・ツーの商品であったチアーが 「全温度チアー」の商品
名で販売された。合弁の相手先の日本サンホーム社の親会社は，第一工業
製薬と旭電化工業という洗剤jのメーカーであったために， P&Gサンホー
ム社には，既存の流通チャネルと営業の組織があり，それらを利用して，
卸，小売を通した流通チャネルで，販売活動が行われた。
マーケテイングや広告宣伝活動は，市場調査を重視し，テスト・マーケ
ティングを重ねながら徐々に全国展開を行い 会社単位ではなく，ブラン
ドごとにマーケテイングを行う，アメリカのP&Gの方法を踏襲したが，
石油ショック後の通産省の指導によって，価格凍結のまま，計画にない全
国展開を強制されたために 原料費の高騰による差損で運転資金がショー
卜する結果となった。さらにP&Gのマーケティングは，論理が一貫し，
理解しやすいために，新製品の展開や価格戦略が競合他社にも容易に読み
取れ，花王などの日本企業の模倣あるいは反撃を招いた。
76年には，日本P&G社が設立され，紙おむつ事業がスター卜した。紙
おむつは，当初アメリカから輸入され，販売されていた。紙おむつのシェ
アは，当初は90%を越えていたが，急速な普及に供給能力が追いつかず，
下請けによる生産もアメリカ本社が承認しなかったために，庖頭から一時
的に商品がなくなり，小売庖の信頼も失った。このために，その後供給体
制が整っても，居頭スペースの狭い日本の小売庖で， P&Gに代わって商
品スペースを確保してL、た日本メーカーの製品を排除して， P&Gのス
ペースを確保することは，非常に困難であった。
このようにして，洗剤と紙おむつのどちらの事業においても， P&Gは，
日本の卸，小売商との関係の悪化を招き，さらにアメリカ的な論理的なマー
ケティングの展開は，競合他社の反撃によって有効性を失った。その結果，
P&Gは商品力ではなく，いたずらに価格によって競争を挑み， I安売り
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のP&GJとし、う汚名を着せられる結果となった。
80年代の前半は，日本だけではなく，アメリカのP&G本社も，業績を
悪化させていた。 P&Gが事業のリストラクチャリングに成功したのは，
海外ことに欧州|の市場での事業の拡大によるものであったc 海外事業のイ
ンパクトを受けて， P&Gは，マーケティングだけでなくその事業展開の
パターンを変化させた。 P&Gの欧州、|での活動を指揮したのが，その功績
によって， 90年にCEOに就任した，エドウィン・アーツトであった。
アーツトは75年にEC市場を担当するグループ・エグゼクティブとな
り， 77年にP&Gのヨーロッパでの活動を統合し， 80年にボードに復帰後，
81年から全海外活動を担当するようになり， 89年には，全売上高の40%，
全収益の35%を海外での活動によって上げるまでに，海外事業を育てた。
日本でのP&Gの事業再建のシナリオを作ったのは，アーツ卜の下で
ヨーロツパで、実力を発揮してきたJ. R・7 ースデンであった。 82年に日
本に着任すると直ちに，マースデンは，卸腐を精力的にまわり，現場でP
&Gのマーケテインク、、の問題点の把握に努めた。 83年7月には， P&Gの
日本での事業を統合し， P&GFEが設立された。
マースデンは， 85年 3月，病気のために帰任したが，彼とその部下のダー
ク・ 1.ヤーガーが中心となって， P&GFEの第一期経営三カ年計画
(1一大飛躍計画J)が策定された。一大飛躍計画を構成する流通戦略は，
戦略的同盟戦略である。それまで2500近くあったP&Gの製品を扱う卸商
の中から， 125社を中核卸として選び出し，中核卸にはP&Gが直販を行
う。さらにその中からとくに重要な卸商を最重要中核卸として位置づけた。
最重要中核卸には，二次卸を持つことを認める。これら最重要中核卸を中
心とする125社の卸商がP&G商品を優先的に扱うと L、う流通戦略に切り
替えたっ
中核卸の選定にあたっては，資金力，販売力，販促・物流機能など様々
な基準から検討が行われたが なかでも経営者の人物と花王製品の取扱状
況が判断基準として重要視された。真にP&Gとパートナーシップを組め
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る卸庖が選定された。
さらに，地理的な重要性をもっ核となる卸を選択し地理的なカバレツ
ジを整え，重要なチェーンや販売先をすべてカバーするために，中核卸を
補完する卸が約100庖選ばれた。
問屋を自社営業の先兵として動かすために，スーパーなどでの売り場っ
くりや商品管理のノウハウを提供したり，財務体質改善のためのアドパイ
スが行われた。 P&Gと問屋，小売!古を通信ネットワークで結んで，消費
者情報や販売情報を提供し単なる取り次ぎ庖からの脱皮を迫られている
問屋の支援も行われた。
またスーパーマーケットやチェーンストアの重要性の増加を考慮し，営
業部門の中にナショナル・アカウント(量販居担当)部門をつくり，量販
庖の本部から小売!苫舗に至るまでをカパーし，帳合の卸広と直接結びつけ
るようにした。また，大型庖を訪問する頻度を大幅に高め，他方，その他
の小売屈については卸庖を通じて取引を進めるようにした。
価格戦略についても， I安売りのP&GJから脱皮するために，まず，
安売り競争に巻き込まれないような，機能重視の商品開発に徹し，第二に，
価格を競合他社の価格よりも上に設定し，第三に，流通段階で値崩れが起
こらないように販売促進費を合理化した。
88年の一大飛躍計画の終了時点では， P&Gは，日本市場で初めて，新
製品を除く既存のブランドで収益を上げた。売上高も初めて 1千億円を突
破した。一大飛躍計画に続いて， I頂点到達」をスローガンに第二期経営
三カ年計画がスター卜した。日本子会社を日本の業界のリーディング・カ
ンパニーにすることを目標にした計画で， 3年間で売上高の 3倍増 (2500
億円)を目指している。
「優秀な商品なら消費者は買ってくれるはず，問屋も扱ってくれるはず」
という商品力優先のアメリカ流の考え方を改め， I商品での付き合いでは
なく，会社対会社で付き合いましょうJという日本的マーケテイングに転
換し洗濯関連，紙製品，ヘルスケア(医薬品)，ビューティケアの4部
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門のいっそうの市場定着を図りつつ，企業体質の強化を目指し， リーディ
ング・カンパニーへ成長することを狙いとしている。
頂点到達計画では，一大飛躍計画以来の中核卸体制をさらに整備し，マー
ジン率の扱いやキャンベーンなどで中核居を強化し， P&Gと一本化した
卸庖を組織化し機動力を高めていった。例えば， 88年8月に発売された，
「うんちガード付きパンパース」では，販売方法の見直しが行われ，販売
促進費をゼロにするとともに，希望小売価格を設定しない作戦(オープン
プライス方式)が採用された。販売促進費はメーカー側から商品の棚を確
保するために支払う一種のリベートで，これを払わない代わりに商品の価
格設定を販売側の手にゆだねる試みである。
「商品力がともなえば，メーカーの出荷価格が，末端市場にも反映する
はず」という白信に裏打ちされたもので，小売価格を卸，小売業者の決定
にゆだねる一方で，問屋への納入価格を従来よりも 5%上げている。流通
チャネルでも，紙おむつ販売の 5割近くを占めるといわれているドラッグ
ストアの重点的な開拓が行われている。
P&Gの日本市場での流通政策は，既存のチャネルを流用し，放任の状
態から，日本の流通チャネルの実情を研究し，卸，小売商との新たな関係
を積極的に構築する方向へと変化していった。マーケティングにおいても，
アメリカ本社のシステムをベースにしながら，新しいハイブリッドなマー
ケテイングのシステムを創造する試みが行われるようになってきている。
例えば，消費者フリーダイヤルシステム(通話料金受信人払いの電話シ
ステム)は，メーカーと消費者の直結を重視するP&G式マーケティング
の一つの特徴で， I商品を売っている場所は?J， I値段は?Jといった問
L 、合わせに素早く答えるとともに，使用感などサンプリング(試供品頒布)
の結果を聞く O そして使用感を知ってもらった人を今度は宣伝媒体として
活用する。具体的に商品にフィードパックしたものとしては，液体洗剤の
計量キャップを，デザ、イン優先の黒色から機能重視の透明に変更した例が
ある。
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この消費者フリーダイヤルシステムは，反面で，メーカーと消費者の中
間の卸庖，小売広への働きかけを軽視する危険性を持っている。しかしP
&Gは，フリーダイヤルによって獲得した商品につL、ての情報を供与する
ことによって，逆に，それを，卸!苫支援のための手段として活用している。
86年7月に，市場でテスト・マーケテイングが開始された，生理用ナプ
キン「ウィスパ-Jでは，大量のサンプリング(試供品配布)が行われた。
生理用ナプキンでそれまでトップシェアをもっていたのは，花王のロリエ
で，生理用品はブランドスイッチが起こりにくい市場といわれている。
使用を開始して聞がない10代の女性にターゲットを絞るために，大量の
サンプリング(配布)が実施され，女子高や短大，女子大，専門学校など
の門前，あるいは最寄りの駅頭， OLの多い街などで， 86年には福岡，佐
賀で100万個， 87年には周辺4県で130万個， 88年には全国展開し， 2000万
個以上が配布された。「知名度を上げ，試用してもらうのには大量サンプ
リングが一番の近道」であり， Iサンプリングは消費対象人数の60%が目
安」というのがP&Gの考え方である。
ウィスパーは，アメリカ市場で販売されていた「オールウェイズ」をベー
スにした商品て、あったが，その臼本市場への適応に，サンプリングの調査
結果が活用された。日本人の体型を考慮し，小型化され，また日本女性は
他人に生理を知られたくないとL、う気持ちが強いことから，アメリカでは
二つ折りのものを三つ折りにし，よりコンパクトにしさらに，封を切る
とき，大きな音が出ないようにミシン目をアメリカのものより細かく入れ
るなどの手直しが行われた。
クーポンや景品も， P&Gのしばしば利用するマーケティング手段であ
るが， 88年12月には，小型洗剤「アリエール」と「レモンチアー」を対象
に，関東地区で， I返金キャンベーン」が行われた。商品箱の聞け口を切
り取って郵送すると，もれなく300円払い戻すというものであった。この
キャンベーンの結果， 89年 1月には， Iアリエール」がシェア 5位からト
ップに躍りでナこ。
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90年2月には，広島地区で，小型洗剤「ウルトラアリエール」の販売促
進戦略として，広頭価格が約600円の商品を対象に，一定条件で300円を返
金するキャンペーンが行われた。しかしこれらのキャンベーンは，その実
行中にはシェアアップをもたらすものの，キャンベーン終了後，シェアは
元に戻り，知名度の向上，あるいはサンプリング調査による試用結果の情
報ももたらされないために，現時点では積極的には活用されていない。
7 ま と め
本稿で説明した，活動ことのP&Gの環境適応パターンは，図2のよう
に変化していった。
P&Gの製品と研究開発活動の特徴は， r高レベルの科学を日常の問題
の解決に適用する」ことであった。しかし洗剤は本来がその土地その土地
の水質によって成分を変える必要のある製品であり，地域ごとに製品を適
応させる技術も P&Gは保有していた。
初期の海外活動の展開では， P&Gは，地域ごとの製品の手直しを現地
に任せる放任型によって，製品と研究開発活動の環境適応を行ってきた。
しかし，ヨーロッパの市場で、の経験から， rユーロマーケット」のコンセ
プトが生まれ，徐々に，計画はグローパルに，実行はローカルに，という
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図-2 P&Gの環境適応パターンの変化
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指示型へE変化していったこ
しかし日本での経験は， P&Gの製品開発のあり方そのものを変化させ
ていった。日本は，世界でいちばん口うるさいユーザーのいるマーケット
といわれている。日本の消費者のニーズに適合するように開発された製品
が，逆に，アメリカやヨーロッパの市場に導入されるようになったc 日本
には，現在，テクニカルセンターも建設されつつある。こうして， P&G 
の製品と研究開発活動は，放任型から指示型，そして対話型に変化し，さ
らにネットワーク型へと変化していった。
製造活動は，日本では，当初は，合弁の相手先企業の工場を利用して行
われた。自社工場が建設された後も，それは別の法人として運営されてい
た。工場の運営は，その国の労働慣行を前提として行わざるをえないから
である。当初のP&Gの製造活動は，放任型であったc
営業部員の人事管理は，本社の基本方針にしたがって，アメリカ的なマ
ネジメントが行われていた。 P&GFEが誕生し製造部門と販売部門が
統合された後は，販売部門は，基本的には，これまでのアメリ力的なやり
方を踏襲しているが，ビジネスチームのような，日本企業の組織の特徴か
ら学んだやり方も，アメリカ本社に徐々に導入されている。 P&Gの人事
管理は，指示型から，対話型へと変化していっている。
製造活動は， P&GFEへの統合後も，自律性の尊重された運営が行わ
れ，逆に，アメリカ本社に小集団活動や，コスト削減についての考え方な
ど， 日本で学んだ経験が生かされつつあり，環境適応パターンは，放任型
から対話型に変化し，さらにネットワーク型に変化しつつある。
P&Gのマーケティング・マネジメントと流通チャネル管理は， P&G 
の戦略の根幹をなす活動である。精ちな環境分析によって論理の一貫した
環境適応戦略が策定され 権限と責任が明確にされ，システマティックに
戦略が実行されてL、く o P&Gは，広告あるいは販売促進においてさまざ
まな新しい技術を開発したイノベーターであった3
ヨーロッパや日本においても，アメリカで開発されたさまざまなマーケ
68 第14巻第3号(経済学・経営学編)
ティング技法が導入された。テスト・マーケティングの結果をベースにし
て徐々に全国展開をしていく P&Gの手法は，石油ショック直後の意図し
ない展開を除けば，日本でも踏襲されてきた。しかし石油ショックの直後
には，マネジメントのコントロールを失い，日本て、のマネジメントは放任
された。競合他社との競争に巻き込まれ，商品力ではなく価格によるマー
ケティングに向かい，失敗を重ねた。しかし85年の一大飛躍計画以後，ア
メリカ本社のシステムをベースにしながら，ハイブリッドなマーケティン
グ システムの構築が模索されつつある。P&Gのマーケティング活動は，
指示型から，一時的に放任型に移り，現在は対話型へと変化していってい
る。
流通チャネルの管理では， P&Gは，洗剤では，日本の同業メーカーと
の合弁によって事業を開始したために，既存のチャネルを利用する形で，
放任型のマネジメントが行われた。紙おむつも，アメリカ本社のような直
販制ではなく，卸商を利用した流通が行われた。
一大飛躍計画以降も， P&Gの流通チャネル管理は，日本の流通制度を
ベースにした展開が行われ，花王の販社制のような制度は導入されなかっ
たが，その運営に関しては，それまでの放任ではなく，対話をしながら，
新たなシステムを構築していく方向が打ち出され，中核卸を選定し卸商
との関係を深めることによって，新たな関係が積極的に構築されつつある o
P&Gの流通チャネル管理は，放任型から対話型へと変化していってい
る。
P&Gは，洗剤を中心とした日用品と食品の業界において，顧客のニー
ズを精ちなマーケティング技法によって，分析，あるいはニーズを開発し.
ニーズごとにブランドを差別化しそれを顧客にPRし，また組織内て、は，
ブランド聞の競争原理を用いることによって，事業を発展させ，新たな事
業を開発することによって，企業を発展させてきた。
P&Gの環境適応パターンについてのパラダイムは，マイルズ&スノー
の類型でいう「分析型J，あるいは加護野・野中-榊原-奥村の類型でい
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う rs型(51Jによって，環境に適応していこうというものである。
分析型の特徴は，一方でーリスクを最小化しながら，他方で利益に対する
機会を最大にし，事業領域の安定的部分をしっかり守りながら，同時に市
場機会をつねに探索し，マーケティング志向の市場進出と製品開発を通じ
て，安定的な成長を図ってL、く。
また rs型」は，環境予測をもとにして合理的に策定された戦略の有効
性を高めることによって，環境適応を図る。体系的な戦略計画システム，
明確な機能的分業，伝達-報告経路の公式化，情報フローの設計をその手
段として，合理的な戦略策定と確実な戦略の実施を企図する。
P&Gは，アメリカにおける事業展開から，このような企業パラダイム
を開発してきたが，それは日本での環境適応の経験によって，変化を迫ら
れた。日本における市場競争のやり方とライバル他社の環境適応のパター
ンから学習することによって P&Gの企業ノξラダイムは，マイルズ&ス
ノーの類型でいう「探索型J，加護野・野中-榊原・奥村の類型でいう rH
型」へと環境適応パターンの基本構想としての企業パラダイムを変化させ
てきた。
rH型」の環境適応の特徴は，集団がもっ自然、な適応能力，集団内の緊
密な相互作用から生み出される，価値・情報の共有，ゆるやかな集団間統
合とインフォーマルな人的ネットワークを通じた組織化の方法を重視し，
製品よりも日常のオベレーションをもとに，インクリメンタル(漸進的)
に環境変化に適応してL、く環境適応のパターンである。
P&Gは， 日本における失敗体験と競合他社の競争対応行動からの学習
によって， トップマネジメントが策定した戦略を有効に実施するための組
織化，製品とマーケティングの革新によって市場に適応してL、く環境適応
パターンから，組織のもつ環境適応能力を活用しながら，日常の活動によ
って恒常的に生み出される改善を製品とマーケテイングに取り込んでし、く
環境適応のパターンへと その環境適応の基本構想としての企業パラダイ
(5 ) 加護野・野中・榊原・奥村(1983) を参照。
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ムを変化させてきた。
多国籍企業の国際経営における成功の鍵について， P&Gの事例から得
られる第一のインプリケーシヨンは，ある国でのローカルなエクセレント
・カンパニー(優良企業)から，グローパルなエクセレント・カンパニー
へと移行するための必要条件に関するものである。ローカルなエクセレン
ト・カンパニーから，グローパルなエクセレント・カンパニーへと変身す
るためには，多国籍企業の組織内での意思決定を多様化させながら，それ
をグローパルに統合するメカニズムをつくる必要がある。
本国での比較優位な要因を他国に移転したり，本国て‘の成功パターンを
参入先の国に，単に移転するのではなく，グローパルなアイデ、ンティティ
を確立しその下で，ヘッドクウォーター(HQ) と各国子会社が対話を
重ねながら，国際的な成功パターンを作り上げることが， ローカル・ヱク
セレンスからグローパル・ヱクセレンスへの移行の鍵となる。
第二には， I学ぶ」ということの意味である。「日本で成功するために，
日本の市場に学べJということが，しばしば言われる。しかしそれは， I日
本企業の行動を模倣する」ことではなく， I日本企業の環境適応のパター
ンを学ぶ」ことである。 HQと各国子会社がフランクな立場で議論をし，
日本市場だけでなく，本国と世界各国の市場で‘の企業の環境適応パターン
を比較対照し，対比させながら，ハイブリッドな環境適応パターンを新た
に創造することが，多国籍企業の国際経営における成功の鍵である。
第三に，環境適応パターンの変化を促進あるいは遅らせる組織的な要因
も存在する。本社，特にそのトップマネジメントが保有している成功体験，
あるいは知識が，しばしばその役割を演じる。このような要因の存在によ
って，多国籍企業の成長の過程は，それまでの成長のキー-ファクターで
あった要因が，ある時点から成長を阻害する要因として働くとし、う弁証法
的な性格を持つ。
多国籍企業が，グローパルに成長していくためには，状況に応じて，研
究開発や製造，販売などの活動ごとに新たな環境適応パターンを開発して
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L 、く必要がある。組織内で，それらの異なった活動ノξターンを，どう統合
するかによって，異なった組織成果あるいは経営成果がもたらされる。
環境適応パターンの統合のメカニズムそのものと，環境適応パターンと
その統合メカニズムを，状況の変化に応じて適応させていくプロセスでは，
企業ノξラダイムが重要な役割を果たす。企業ノfラダイムは，ある環境適応
パターン，あるいはその統合メカニズムの発展を，促進したり，あるいは
逆に抑制する役割を果たすことがある。
企業パラダイムは， しばしば， トップ。マネジメントのキャリア，あるい
はその哲学(理念)に具体化されており トップマネジメントが交替しな
ければ，企業パラダイムが変化しないこともあるc
企業パラダイムを変えるためには そのための特別な組織的仕組みを準
備することが必要となる。多国籍企業の場合には，本国から見ると辺境の
子会社が，企業パラダイムの転換のための組織的仕掛の役割を果たすこと
がある。
P&Gやゼロックスの場合には，日本子会社が，企業パラダイムの転換
による競争力の回復に，大きな役割を果たしたc 日本での経験が，日本で
の事業を再構築しただけではなく，本国での事業の立て直しに，重要な役
割を果たした。
第二次世界大戦後の厳しい時代に， P&Gの国際経営の責任者を20年間
務めたウォルター・リングルは， Iわれわれは，海外での成功への最善の
道は，アメリカのP&Gのできるだけ正確なレプリカを各国に建設するこ
とだと考えてきた。われわれは，アメリカで当社に繁栄をもたらした方針
と手順が，海外でも同様の成功に導いてくれるものと信じている Jと
述べている。
P&Gの海外での経営は， 2つの点で，親会社と結び付けられてL、た。
海外子会社が親会社の先進的な技術とマーケティングに頼っていただけで
なく，親会社と同じ主義を貫き，同じ方針に導かれ，同じ慣習に従って，
(6) Bartlett & Ghoshal (1989)よりヲ|用。
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そっくり同じ経営を行う構造となっていた。しかしそれは， 日本での経験
によって大きく変化した。
89年4月まで，日本のP&GFEの社長を務め，日本での事業再構築を
指揮し，その功績によって， 90年にアメリカ本社のエグゼクティブ・パイ
ス・プレジデント(執行副社長，アメリカ本社でナンパー 3の地位)に抜
擢されたダーク・ 1.ヤーガーは 一大飛躍計画の終了した88年に. P& 
Gの多国籍企業としての成功の鍵を つぎのように述べている (7L
「世界中から必要なテクノロジーを求められること，財政的な柔軟性が
あることは，多国籍企業ならではの強みで，日本だけでオベレーシヨン
している会社に比べ，より積極的な形で革新，新しいアイデアに取り組
むことができる。テクノロジーと L、う言葉には，製品まわりの処方だけ
ではなく，セールス・テクノロジーやマーケテイング・テクノロジーも
含んでいる。会社全体で有する広く深い経験を必要なところに手早く持
って来ることができるということだ。
(中略)日本の消費者に対して， 日本の水に合わせようと確立されたテ
クノロジーが，今度はアメリカやヨーロッパの消費者ニーズを満たすた
めに，各国に輸出されるということで，一方通行ではなく，ますます双
方向のテクノロジーの交流ができあがってゆくっ」
(7) 石鹸日用品新報の昭和63年1月6日号のヤー ガー の談話よりヲ|用。
